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証券コード 7519 
平成29年６月13日 

 
株 主 各 位 
 

愛知県小牧市小木五丁目411番地 

五洋インテックス株式会社 
代表取締役社長 大 脇 功 嗣

 

第40期定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。 
 さて、当社第40期定時株主総会を下記のとおり開催いた
しますので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合には、書面により議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記の株主
総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使
書用紙に賛否をご表示頂き、平成29年６月28日（水曜日）
午後５時30分までに到着するようご送付頂きたくお願い申
し上げます。 

敬 具 
記 

1. 日    時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時 
2. 場    所 愛知県小牧市小木五丁目411番地 
  当社本社 ３階 
3. 目 的 事 項  
 報 告 事 項 １．第40期(平成28年４月１日から平成29年３月31

日まで)事業報告及び計算書類報告の
件 

２．第40期(平成28年４月１日から平成29年３月31

日まで)連結計算書類ならびに会計監
査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件 

 決 議 事 項  
 第１号議案 定款一部変更の件 
 第２号議案 第三者割当増資による募集株式の発行

の件 
 第３号議案 取締役２名選任の件 
 第４号議案 監査役２名選任の件 

以 上 
 
・当日ご出席の際には、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申し上げます。 

・ 添付書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合には、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.goyointex.co.jp/）に
て、修正後の内容を掲載させて頂きます。 
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(添付書類) 
 

事 業 報 告 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 

1. 企業集団の現況に関する事項 
 (1) 事業の経過及びその成果 

   当連結会計年度における我が国経済は、政府の政策を背景

に緩やかな回復基調が見られましたが、海外景気の下振れリ

スク、個人消費の伸び悩みなど景気は依然として不透明な状

況で推移いたしました。 

   当社グループを取り巻く事業環境は、室内装飾品関連（カ

ーテン等）市場に影響を及ぼします新設住宅着工総戸数は増

加いたしました。 

   このような状況の下、当社グループの売上高は、平成28年

６月に株式交換により株式会社レックアイを完全子会社化し、

同社の事業であります住宅産業のシステム開発及び販売等 

(ＩＴ関連）が寄与したこと、室内装飾品関連では子会社で

あります株式会社イフの外商が好調に推移したことなどによ

り、大幅な増加となりました。 

   利益面におきましては、販売費及び一般管理費において、

給料及び手当、賞与及び賞与引当金繰入額が大幅に増加し、

また、貸倒引当金繰入額及び株式交換に伴う支払手数料が発

生いたしました。 

   以上の結果、売上高は前年同期比31.3％増の2,164百万円、

営業損失は22百万円（前連結会計年度は３百万円の営業利

益)、経常損失は27百万円（前連結会計年度は76百万円の経

常損失)、親会社株主に帰属する当期純損失は24百万円（前

連結会計年度は86百万円の親会社株主に帰属する当期純損

失) となりました。 

 

   なお、セグメント別の状況は次のとおりであります。 

  (室内装飾品関連） 

   売上高は、株式会社イフの外商が好調に推移したことなど

により増加いたしました。 

   以上の結果、売上高は前年同期比0.4％増の1,502百万円、

営業利益は前年同期比0.4％減の146百万円となりました。 
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  (ＩＴ関連） 

   住宅産業のシステム開発及び販売等により、結果として売

上高は623百万円、営業利益は10百万円となりました。 

  (その他） 

   塗料の販売により、結果として売上高は前年同期比74.5％

減の38百万円、貸倒引当金繰入額の発生等により営業損失は

28百万円（前連結会計年度は０百万円の営業損失）となりま

した。 

 

 (2) 設備投資の状況 

   特に記載すべき事項はありません。 

 

 (3) 資金調達の状況 

   金融機関からの借入により310百万円を調達いたしました。 

 

 (4) 対処すべき課題 

今後の見通しにつきましては、海外景気の不確実性、個人

消費の足踏みなどから国内経済は不透明であり先行きは見通

しづらい状況にあります。 

室内装飾品関連（カーテン等）業界におきましては、これ

まで新設住宅着工総戸数は増加しておりましたが、マンショ

ン等の販売率の低下もあり、今後は当面、弱含みで推移する

ものと思われます。 

このような状況の下、当社グループはメインブランドであ

ります「インハウス」見本帳の５年ぶり大幅改訂による売上

効果を見込むとともに、営業推進部を新設し、営業ツールの

強化、新規マーケットの開拓に力を入れ室内装飾品関連の売

上高増加を目指してまいります。 

また、平成28年６月より当社グループの一員となりました

株式会社レックアイは、住宅産業のシステム開発・販売のほ

か､「不動産＋フィンテック（ＩＴと金融の融合)」を組み合

わせた新しい「不動産テック」関連事業を推進してまいりま

す。 

株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。 
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 (5) 財産及び損益の状況 

  ① 企業集団の財産及び損益の状況 
(単位：百万円) 

 
期 別 
 

区 分 

第37期 

平成26年３月期 

第38期 

平成27年３月期 

第39期 

平成28年３月期 

第40期 
(当連結会計年度) 
平成29年３月期 

売 上 高 1,519 1,597 1,648 2,164 

経常利益 
(△は損失) 

41 △85 △76 △27 

親会社株主 
に帰属する 
当期純利益 
(△は純損失) 

25 △90 △86 △24 

１株当たり 
当期純利益 
(△は純損失) 

2円10銭 △6円79銭 △6円01銭 △1円50銭 

総 資 産 1,316 1,474 1,487 1,836 

純 資 産 577 615 721 828 
 

 
  ② 当社の財産及び損益の状況 

(単位：百万円) 
 

期 別 
 

区 分 

第37期 

平成26年３月期 

第38期 

平成27年３月期 

第39期 

平成28年３月期 

第40期 
（当期） 

平成29年３月期 

売 上 高 1,381 1,474 1,515 1,354 

経常利益 
(△は損失) 

36 △86 △80 △50 

当期純利益 
(△は純損失) 

22 △91 △89 △66 

１株当たり
当期純利益 
(△は純損失) 

1円79銭 △6円85銭 △6円20銭 △4円08銭 

総 資 産 1,301 1,460 1,468 1,428 

純 資 産 578 615 719 783 
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 (6) 主要な事業内容 

   インテリアファブリックス、カーテン生地及び縫製品の販売 

   システム開発及び販売 

 

 (7) 主要な事業所 

  ① 当社 

本  社 愛知県小牧市小木五丁目411番地 
  

物  流 広巾センター、商品センター、カットセンター 
  （愛知県小牧市） 
   
営 業 所 札幌営業所 （札幌市中央区） 
 仙台営業所 （仙台市泉区） 
 東京支店 （東京都品川区） 
 名古屋支店 （愛知県小牧市） 
 大阪支店 （大阪市中央区） 
 広島営業所 （広島市中区） 
 福岡営業所 （福岡市博多区） 

 

  ② 株式会社イフ 

店  舗 イフ浜松店 （浜松市中区） 
 イフ本店 （愛知県小牧市） 
 イフ富山店 （富山県富山市） 

 

  ③ 株式会社レックアイ 

本  社 東京都豊島区南池袋二丁目30番17号 

 

 (8) 従業員の状況 

  ① 企業集団の従業員 
 

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 

120名 65名増 
 
 (注) 1. 上記の従業員数には、使用人兼務役員３名及び臨時従業員33名は

含んでおりません。 
    2. 従業員数が前連結会計年度末に比べ65名増加した主な要因といた

しましては、株式交換により株式会社レックアイを子会社化したこ
とによるものであります。 

 

  ② 当社の従業員 
 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

51名 ３名増 39.1才 6.5年 
 
 (注) 上記の従業員数には、使用人兼務役員２名及び臨時従業員31名は含ん

でおりません。 
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 (9) 重要な親会社及び子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

    該当事項はありません。 

 

  ② 重要な子会社の状況 
 
会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容 

株 式 会 社 イ フ 10,000千円 100.00％ 室内装飾品の販売 

株式会社レックアイ 100,000千円 100.00％ システムの開発及び販売 

 

 (10) 主要な借入先の状況 
 

借   入   先 借 入 金 残 高 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ J 銀 行 192,888千円 

株 式 会 社 大 垣 共 立 銀 行 93,210千円 

株 式 会 社 八 千 代 銀 行 78,110千円 

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 62,693千円 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 45,856千円 

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 42,980千円 

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 42,300千円 

株 式 会 社 中 京 銀 行 40,000千円 

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 38,495千円 
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2. 会社の株式に関する事項 
(1) 発行可能株式総数 30,000,000株

 

(2) 発行済株式の総数 16,598,995株

 (自己株式4,179株を除く｡)

 

(3) 株   主   数 982名

 

 (4) 大   株   主 
 

株  主  名 持 株 数 持株比率 

株 式 会 社 大 倉 商 事 1,013千株 6.10％ 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 968千株 5.83％ 

鈴 木  德 之 934千株 5.63％ 

む さ し 証 券 株 式 会 社 677千株 4.07％ 

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 594千株 3.57％ 

楽 天 証 券 株 式 会 社 477千株 2.87％ 

廣 告 社 株 式 会 社 475千株 2.86％ 

大 脇  功 嗣 334千株 2.01％ 

張   鳳 国 239千株 1.43％ 

田 口  博 司 220千株 1.32％ 
 
 (注) 持株比率につきましては、自己株式（4,179株）を控除して算出して

おります。 

 

  



〆≠●0 
01_0206101102906.docx 
五洋インテックス㈱様 招集 2017/05/26 17:11:00印刷 7/12 
 

― 8 ― 

3. 会社役員に関する事項 
 (1) 取締役及び監査役の氏名等 
 
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 大 脇 功 嗣 
株式会社イフ代表取締役社長 
DSA Japan株式会社取締役 

取 締 役 久 保 真 二 
営業本部長（兼）経営企画室長 
株 式 会 社 イ フ 取 締 役 
DSA Japan株式会社代表取締役社長 

取 締 役 小 林 光 博 
管理部長（兼）新規事業部長 
株式会社レックアイ取締役 
DSA Japan株式会社取締役 

取 締 役 名 井 博 明  

取 締 役 久 野 峯 一  

常 勤 監 査 役 井 上 堯 夫 
株 式 会 社 イ フ 監 査 役 
DSA Japan株式会社監査役 

監 査 役 谷 口  優 弁 護 士 

監 査 役 多和田   武 公 認 会 計 士 
 
 (注) 1. 取締役名井博明氏及び久野峯一氏は社外取締役であります。なお、

名井博明氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相
反が生じるおそれのない独立役員であります。 

    2. 監査役谷口優氏及び多和田武氏は社外監査役であります。なお、
谷口優氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反
が生じるおそれのない独立役員であります。 

    3. 監査役多和田武氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、
財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 

    4. 取締役の異動は次のとおりであります。 
(1) 平成28年６月29日開催の第39期定時株主総会終結のときをも

って、取締役眞下法久氏及び向井徹氏は辞任により退任いたし
ました。 

(2) 取締役久保真二氏の担当は、平成29年４月16日付で営業推進
部長に異動となりました。 

 

 (2) 取締役及び監査役の報酬等の額 

    取締役  ７名  14,820千円 

(うち社外取締役 ３名 2,400千円) 

    監査役  ３名  7,121千円 

(うち社外監査役 ２名 2,400千円) 
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 (3) 社外役員に関する事項 
 
区 分 氏  名 主 な 活 動 状 況 

取 締 役 名 井 博 明 
当期開催の取締役会16回中11回に出席
し、必要に応じて特に長年の経営の経験
からの発言を行っております。 

取 締 役 久 野 峯 一 
就任後開催の取締役会11回中10回に出席
し、必要に応じて特に長年の団体役員の
経験からの発言を行っております。 

監 査 役 谷 口  優 

当期開催の取締役会16回中12回、監査役
会13回中11回に出席し、必要に応じて特
に弁護士として専門的見地からの発言を
行っております。 

監 査 役 多 和 田 武 

当期開催の取締役会16回中13回、監査役
会13回中12回に出席し、必要に応じて特
に公認会計士として専門的見地からの発
言を行っております。 
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4. 会計監査人に関する事項 
 (1) 会計監査人の名称 

監査法人コスモス 
 
 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

  ① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 

 16,700千円 

  ② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益

の合計額 

 16,700千円
 
 (注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監

査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりま
せんので、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。 

    2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に
関する実務指針」を踏まえ、監査計画における監査時間及び監査報
酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の
見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社
法第399条第１項の同意を行っております。 

 

 (3) 非監査証明業務の内容 

   該当事項はありません。 

 
 (4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

   当社の都合による場合の他、当該会計監査人が会社法・公

認会計士法等の法令に違反・抵触した場合及び公序良俗に反

する行為があったと判断した場合、監査役会はその事実に基

づき、当該会計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任

又は不再任が妥当と判断した場合は､「会計監査人の解任又

は不再任」を株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請

求し、取締役会はそれを審議いたします。 
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5. 会社の体制及び方針 
  業務の適正を確保するための体制 

  (1) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合する

ことを確保する為の体制 

コンプライアンス体制の構築、維持、整備に向け、監

査役及び内部監査部門が連携して調査を行い、取締役会

に報告する。コンプライアンスに関する社内の報告体制

として、各担当部署の責任者は内部監査部門への報告を

徹底する。 

 

  (2) 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保する為

の体制 

当社の取締役会は、毎月１回の定例開催に加え、必要

に応じて臨時に行う。また、各取締役の職務に関して意

見の交換を行い、職務改善を行う。 

 

  (3) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体

制 

文書管理規程に基づき、文書ならびに関連資料を保存

及び管理し、取締役及び監査役は常時これらの文書等を

閲覧できる。また、文書管理規程に定める文書以外につ

いても、その重要度に応じて保管及び管理し、当社役員

は社員に対してこれらの文書の保存及び管理を適正に行

うよう指導する。 

 

  (4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

コンプライアンス、災害、商品品質、情報セキュリテ

ィ等に係るリスクに関しては、内部監査部門と担当部署

にてリスクに対する評価を行うとともに適切な対応を協

議し、取締役会へ報告する。 

不測の事態が生じた場合は、直ちに担当取締役に報告

し、責任者を決定し速やかに対応する。 
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  (5) 企業集団における業務の適正を確保する為の体制 

子会社に関しては、当社の内部監査部門が監査を行い、

当社グループとしての業務が適正であるかを調査する。

調査の結果は担当取締役に報告し、重要度の高い事項に

ついては、対応を検討する。 

 

  (6) 監査役の職務を補助すべき使用人を置く事に関する事項

ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の職務を補助する専任の社員はいないが、監査

役より補助する社員の要請があった場合は、内部監査部

門の社員が補助を務め、監査役からの指示により業務を

執行する。 

監査役の補助を務める内部監査部門の社員は、取締役

からの指示命令を受けず、独立した立場となり、業務を

遂行した評価については、監査役の意見を求める。また、

職務を補助する内部監査部門の社員の任命、異動につい

ては、監査役会の同意を得る。 

 

  (7) 取締役及び使用人が監査役に報告する為の体制、その他

の監査役への報告に関する体制 

取締役及び社員は、監査役に対して法定の事項に加え、

全体的に重要な影響を及ぼす事項、監査の実施状況、そ

の他監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると

判断した事項について速やかに報告、情報提供を行う体

制を設ける。 

 

  (8) その他の監査役の監査が実効的に行われる事を確保する

為の体制 

監査役は、常に重要な会議に出席し、取締役及び社員

と意見交換を行う。また、監査報告をもとに代表取締役

社長と定期的に情報・意見交換を実施する。 

 

  (9) 監査役へ報告したことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制 

監査役へ報告を行った当社の取締役及び社員に対し、

不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底す

る。 
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  (10) 財務報告の信頼性及び資産保全の適正性を確保するため

の体制 

財務報告の信頼性を確保するために必要な体制及び有

する資産の取得・保管・処分が適正になされるために必

要な体制を会社法その他の関係法令に準拠して整備する。

また、財務報告に係る内部統制の有効性を自ら評価し、

外部に向けて報告する体制を整備する。 

 

  (11) 反社会的勢力排除に向けた基本方針 

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会

的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切関係を持

たないこととする。また、必要に応じ弁護士、警察等の

専門機関とも連携を取る。 

 

  業務の適正を確保するための体制の運用状況 

   当社は、コンプライアンス体制を維持するため、監査役及

び内部監査室が連携して調査を行い、また、内部通報制度を

設け実行することで、コンプライアンスの実効性向上を図り

ました。また、反社会的勢力に関する情報収集を図るため、

愛知県企業防衛対策協議会に参加しております。 

   監査役は、取締役会や重要な会議に常に出席し、取締役及

び社員と対話するとともに、内部監査室と連携し、取締役及

び社員の職務の執行状況を監査しました。 

 

  剰余金の配当の決定に関する方針 

   当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題

の１つとして位置づけており、効率的な業務運営による収益

力の向上、財務体質の強化に努めるとともに、安定的な配当

の継続を基本方針としております。また、内部留保金につき

ましては、経営体質の強化、設備投資、将来の事業展開に備

えることを方針としております。 

   当期の剰余金の配当につきましては、当期純損失であるこ

とから、誠に不本意ではございますが、無配とさせていただ

きたいと存じます。株主の皆様には深くお詫び申し上げると

ともに、早期復配を目指して努力いたす所存でございます。 

 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
事業報告に記載の金額及び株式数は表示単位未満の端数を切り捨てて表示して

おります。 



〆≠●0 
02_0206101102906.docx 
五洋インテックス㈱様 招集 2017/05/25 19:43:00印刷 1/24 
 

― 14 ― 

貸 借 対 照 表 
(平成29年３月31日現在 ) 

 
(単位：千円) 

 
資 産 の 部  負 債 の 部 

項     目 金  額  項     目 金  額 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

貯 蔵 品 

前 渡 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

商 標 権 

ソフトウエア 

投資その他の資産 

投資有価証券 

関係会社株式 

出 資 金 

関係会社長期貸付金 

破産更生債権等 

長期前払費用 

差 入 保 証 金 

長 期 預 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
775,510 

188,545 

9,891 

276,827 

276,412 

16,807 

792 

8,311 

1,909 

1,892 

△ 5,880 

652,997 

440,862 

126,489 

709 

177 

0 

3,791 

289,500 

6,705 

13,490 

151 

151 

0 

211,984 

28,117 

147,190 

1,030 

150,000 

102,851 

4,095 

30,830 

720 

5,476 

△258,327 

 

 
流 動 負 債 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
一年内返済長期借入金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
賞 与 引 当 金 
預 り 金 
前 受 金 

固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
退職給付引当金
役員退職慰労引当金 
資 産 除 去 債 務 

 
360,583 
38,513 
86,118 
83,500 
86,952 
1,211 
19,016 
12,901 
14,251 
9,459 
7,000 
1,245 

412 
283,932 
230,347 
5,522 
2,824 
32,937 
5,324 
6,977 

 負 債 合 計 644,515 

 純 資 産 の 部 

 

 
株 主 資 本 

資 本 金 
資本剰余金 
資 本 準 備 金 

利益剰余金 
利 益 準 備 金 
その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 
自 己 株 式 

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

 
773,723 

1,157,709 
471,005 
471,005 

△854,431 
69,000 

△923,431 
△923,431 
△  559 

10,268 
10,268 

 純 資 産 合 計 783,992 

資 産 合 計 1,428,508  負債及び純資産合計 1,428,508 
 



〆≠●0 
02_0206101102906.docx 
五洋インテックス㈱様 招集 2017/05/25 19:43:00印刷 2/24 
 

― 15 ― 

損 益 計 算 書 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 
(単位：千円) 

 
項       目 金       額 

売 上 高  1,354,280 

売 上 原 価  720,484 

売 上 総 利 益  633,796 

販売費及び一般管理費  692,756 

営 業 損 失  58,959 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,544  

賃 貸 収 入 9,540  

為 替 差 益 1,745  

そ の 他 16,056 28,886 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 8,860  

売 上 割 引 514  

賃 貸 原 価 9,540  

そ の 他 1,632 20,546 

経 常 損 失  50,619 

特 別 損 失   

減 損 損 失 5,091  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,999  

固 定 資 産 除 却 損 0 7,091 

税 引 前 当 期 純 損 失  57,711 

法人税、住民税及び事業税 9,244 9,244 

当 期 純 損 失  66,955 
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株主資本等変動計算書 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

(単位:千円) 
 

 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

当 期 首 残 高 1,092,903 406,199 406,199 

事業年度中の変動額    

株式交換による増加 64,805 64,805 64,805 

当 期 純 損 失    

自己株式の取得    

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

   

事業年度中の変動額合計 64,805 64,805 64,805 

当 期 末 残 高 1,157,709 471,005 471,005 

 

 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合  計 利 益 

準備金 

そ の 他 
利益剰余金 利益剰余金 

合 計 繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 69,000 △856,475 △787,475 △429 711,198 

事業年度中の変動額      

株式交換による増加     129,610 

当 期 純 損 失  △66,955 △66,955  △66,955 

自己株式の取得    △129 △129 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

     

事業年度中の変動額合計 ― △66,955 △66,955 △129 62,525 

当 期 末 残 高 69,000 △923,431 △854,431 △559 773,723 

 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 8,180 8,180 719,378 

事業年度中の変動額    

株式交換による増加   129,610 

当 期 純 損 失   △66,955 

自己株式の取得   △129 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

2,088 2,088 2,088 

事業年度中の変動額合計 2,088 2,088 64,613 

当 期 末 残 高 10,268 10,268 783,992 
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個別注記表 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
 1. 資産の評価基準及び評価方法 
  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子 会社 株式 移動平均法による原価法 
その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 
(評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算
定） 

  (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）によっております。 
商    品 移動平均法 
貯  蔵  品 最終仕入原価法 

 2. 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 定率法 
(リース資産 
を除く) 

ただし、平成28年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。 

 建  物 ３～40年 
無形固定資産 定額法 
(リース資産 
を除く) 

ただし、ソフトウエア（自社利用分）
については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によってお
ります。 

リ ース 資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しておりま
す。 

 3. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額に見合う分を
計上しております。 

  



〆≠●0 
02_0206101102906.docx 
五洋インテックス㈱様 招集 2017/05/25 19:43:00印刷 5/24 
 

― 18 ― 

 
(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付の支給に備えるた

め、当期末において従業員が自己都合

により退職した場合の退職金要支給額

の100％を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

なお、業績不安定のため引当を停止して

おります。 

 4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

 

(会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い､「平成28年度税制改正に係る減価償却

方法の変更に関する実務上の取扱い｣（実務対応報告第32号 平

成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以降

に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法

から定額法に変更しております。 

 この結果、当事業年度において、計算書類への影響は軽微であ

ります。 

 

(貸借対照表に関する注記） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 921,195千円

2. 関係会社に対する短期金銭債権 29,938千円

 3. 担保資産及び担保付債務 

   担保に供されている資産は次のとおりであります。 

 建物 122,525千円 

 土地 289,500千円 

 定期預金 22,118千円 

 投資有価証券 28,117千円 

 計 462,261千円 

   担保付債務は次のとおりであります。 

 短期借入金 83,500千円 

 一年内返済長期借入金 8,292千円 

 長期借入金 20,806千円 

 計 112,598千円 
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(損益計算書に関する注記） 

 1. 関係会社との取引高  

 営業取引 57,739千円 

 営業取引以外の取引高 19,717千円 

 2. 減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 
 

用 途 種 類 場 所 減損損失(千円) 

事業用資産 ソフトウエア 愛知県小牧市 5,091 
 
   当社は、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フロー

から概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す単位として、

資産を事業用資産と賃貸資産にグルーピングしております。 

   当事業年度において、これら資産グループについて営業活

動から生ずる損益が継続してマイナスであることから、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しました。 

   その内訳は、ソフトウエア5,091千円であります。 

   なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額に

より測定しております。 

 

(株主資本等変動計算書に関する注記） 

 自己株式に関する事項 
 
株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末 

普通株式(株) 3,119 1,060 ― 4,179 
 
(増加事由の概要） 

 単元未満株式の買取請求により増加 1,060株 

 

(税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産の発生の主な発生原因は、貸倒引当金繰入超過額、

たな卸資産評価損、減損損失、繰越欠損金等であり、繰延税金負

債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額であります。 

 繰延税金資産に対して、全額評価性引当額を計上しております。 
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(関連当事者との取引に関する注記） 
 

種類 
会社等の 
名  称 

所在地 

資本金 
又 は 
出資金 
(千円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内 容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

子会社 株式会社
イフ 

愛知県
小牧市 

10,000 室 内 装
飾 品 の
販売 

所有 
直接 
100.0 

当社商品 
の販売 
 
役員の 
兼任 
 
資金の 
援助 

商品の 
販売 
(注) 
1.2 

57,739 売掛金 24,073 

資金の 
回収 

― 

長期 
貸付金 
(注) 
1.2 

150,000 

貸倒引 
当金の 
繰入 

― 
貸倒 
引当金 

150,000 

利息の 
受取 

1,447 
流動 
資産 
(その他) 

159 

資産の 
賃貸等 
(注) 
1.2 

14,700 
流動 
資産 
(その他) 

388 

役員及
びその
近親者 

大脇功嗣 ― ― 当 社 代
表 取 締
役 社 長 

被所有 
直接 
2.0 

債務被保
証 

当社銀 
行借入 
に対す 
る債務 
被保証 
(注)3 

208,678 ― ― 

銀行借 
入債務 
の連帯 
保証 
(注)4 

335,819 ― ― 

 
 (注) 取引金額には消費税等を含んでおりません。 
取引条件及び取引条件の決定方針 
 (注) 1. 取引条件は、市場相場を勘案し決定しております。 

2. 上記取引は、当社と関連を有しないほかの事業者と
同様の取引条件によっております。 

3. 当社銀行借入に対する債務被保証については、保証
料の支払いは生じておりません。愛知県信用保証協
会との信用保証委託契約を締結するにつき、当該契
約については連帯保証契約を受けたものであり、期
末の被保証残高を取引金額に記載しております。 

4. 当社は、銀行借入に対して、代表取締役社長の大脇
功嗣より債務保証を受けております。なお、保証料
の支払い及び担保の差入れは行っておりません。   
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(１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額 47円23銭 

2. １株当たり当期純損失 4円08銭 

 
(重要な後発事象に関する注記） 
 先端医療検査に関わるサービス事業の参入とその子会社の設立

及び第三者割当増資による募集株式の発行について 
  当社は、平成29年５月19日開催の取締役会において、下記の

とおり先端医療検査に関わるサービス事業の参入とその子会社
の設立及び第三者割当増資による募集株式を発行することを決
議しました。 
1. 先端医療検査に関わるサービス事業の参入とその子会社の

設立 
  ① 新規事業（先端医療検査に関わるサービス事業）の内容 
   (1) 健康予防医療的サービス 

 医療機関がRNA検査（日々の生活習慣や加齢によって
変わる遺伝子発現を解析し、未病状態における病気の発
症リスクを予測評価する予防の検査）結果を基に生活習
慣の改善指導を行う際に、健康増進のサプリメント購入
希望者に販売を行います。 

   (2) 遺伝子検査の事務代行サービス 
 妊婦が行う新型出生前診断検査（母体から採血しその
血液を検査することで胎児の染色体異常を調べる検査）
において、妊婦からの申込・予約・採血診断所との調整、
各種申込書面の取得及び代金の授受等の事務作業を行い
ます。 

  ② 子会社の概要 
名  称：株式会社花園先端医学研究所（仮称） 
設立年月：平成29年７月（予定） 
決 算 期：３月（予定） 
代表者候補者：藤林美枝子（現株式会社Ｃメディカル取

締役） 
取締役候補者：石井 浩之（現株式会社マスターマイン

ド代表取締役） 
大脇 功嗣（現当社代表取締役社長） 
小林 光博（現当社取締役） 

所 在 地：東京都中央区（予定） 
資 本 金：100百万円（予定） 
出資比率：当社100％出資 
事業内容：①健康予防医療的サービス 

②遺伝子検査の事務代行サービス 
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2. 第三者割当増資による募集株式の発行 
①払込期日 平成29年６月30日 
②発行新株式数 普通株式 3,600,000株 
③発行価額 １株につき金126円 
④発行価額の総額 453,600,000円 
⑤資本組入額の総額 226,800,000円 
⑥募集又は割当方法 第三者割当による新株式発行 
⑦割当予定先及び割当株式数 ・楢﨑幹雄 500,000株
 ・大村寿男 900,000株
 ・大村正恵 900,000株
 ・吉村栄治 360,000株
 ・青木 敏 220,000株
 ・木村昌弘 220,000株
 ・株式会社木村建設 
  150,000株
 ・株式会社ＢＴホールディング 
  350,000株

  ⑧資金使途 
資金使途として、(1)新規事業である先端医療検査に関わ

るサービス事業のための子会社設立資金として180百万円、
(2)既存事業であるインハウス見本帳改訂等カーテン事業の
ための資金として161百万円、(3)子会社である株式会社レッ
クアイにおける不動産テック事業促進のための融資資金とし
て60百万円、(4)借入金の返済資金として30百万円を予定し
ております。 

  ⑨その他 
金融商品取引法による届出の効力発生及び平成29年６月29

日開催予定の当社定時株主総会における本件に関する議案が
承認されることを条件としております。 

 
(その他の注記） 
 ｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準
適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用して
おります。 
 
 
 
 
 
 
 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しておりま

す。 
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連結貸借対照表 
(平成29年３月31日現在 ) 

 
(単位：千円) 

 
資 産 の 部  負 債 の 部 

項     目 金  額  項     目 金  額 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無形固定資産 

の れ ん 

商 標 権 

電 話 加 入 権 

ソフトウエア 

ソフトウエア仮勘定 

投資その他の資産 

投資有価証券 

破産更生債権等 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
1,172,188 

332,184 

499,219 

282,525 

14,253 

16,819 

12,582 

20,542 

△ 5,939 

664,078 

443,574 

129,201 

177 

289,500 

6,705 

13,490 

4,501 

90,331 

7,253 

151 

21 

17,703 

65,201 

130,172 

28,117 

103,194 

45,139 

56,915 

△103,194 

 

 
流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金 

一年内返済長期借入金 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

賞 与 引 当 金 

受注損失引当金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

退職給付に係る負債 

役員退職慰労引当金 

資 産 除 去 債 務 

 
584,410 

153,355 

143,500 

158,786 

1,211 

21,879 

31,085 

15,999 

970 

57,622 

423,195 

367,058 

5,522 

2,824 

35,489 

5,324 

6,977 

 負 債 合 計 1,007,606 

 純 資 産 の 部 

 

 
株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 

利益剰余金

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

 
818,391 

1,157,709 

471,005 

△809,763 

△  559 

10,268 

10,268 

 純 資 産 合 計 828,660 

資 産 合 計 1,836,266  負債及び純資産合計 1,836,266 
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連結損益計算書 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 
(単位：千円) 

 
項       目 金       額 

売 上 高  2,164,222 

売 上 原 価  1,182,824 

売 上 総 利 益  981,398 

販売費及び一般管理費  1,003,775 

営 業 損 失  22,377 

営 業 外 収 益   

受 取 配 当 金 697  

為 替 差 益 1,745  

保 険 解 約 返 戻 金 509  

そ の 他 8,679 11,632 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 12,965  

売 上 割 引 514  

持分法による投資損失 864  

そ の 他 2,396 16,740 

経 常 損 失  27,485 

特 別 利 益   

違 約 金 収 入 24,434 24,434 

特 別 損 失   

減 損 損 失 5,091  

固 定 資 産 除 却 損 11,994 17,086 

税金等調整前当期純損失  20,136 

法人税、住民税及び事業税 16,962  

法 人 税 等 調 整 額 △12,582 4,379 

当 期 純 損 失  24,516 

親会社株主に帰属する当期純損失  24,516 
 



〆≠●0 
02_0206101102906.docx 
五洋インテックス㈱様 招集 2017/05/25 19:43:00印刷 12/24 
 

― 25 ― 

連結株主資本等変動計算書 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 
(単位：千円) 

 

 
株  主  資  本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 1,092,903 406,199 △785,246 △429 713,427 

連結会計年度中の変動額      

株式交換による増加 64,805 64,805   129,610 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 損 失 

  △24,516  △24,516 

自 己 株 式 の 取 得    △129 △129 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
連結会計年度中の変動額(純額) 

     

連結会計年度中の変動額合計 64,805 64,805 △24,516 △129 104,964 

当 期 末 残 高 1,157,709 471,005 △809,763 △559 818,391 

 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 そ の 他 
有 価 証 券 
評価差額金 

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

当 期 首 残 高 8,180 8,180 721,607 

連結会計年度中の変動額    

株式交換による増加   129,610 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 損 失 

  △24,516 

自 己 株 式 の 取 得   △129 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
連結会計年度中の変動額(純額) 

2,088 2,088 2,088 

連結会計年度中の変動額合計 2,088 2,088 107,052 

当 期 末 残 高 10,268 10,268 828,660 
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連結注記表 

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等) 
 1. 連結の範囲に関する事項 
  (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数      ３社 
連結子会社の名称  株式会社イフ、 
          株式会社レックアイ、 
          DSA Japan株式会社 
なお、株式会社レックアイは、株式交換による子会社化

に伴い、当連結会計年度より連結子会社に含めることとし
ております。 

  (2) 非連結子会社の名称等 
    非連結子会社の名称 株式会社レイムス 

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、
当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見
合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないため、連結の範囲から除いております。 

 2. 持分法の適用に関する事項 
  (1) 持分法を適用した非連結子会社の数及び主要な会社等の

名称 
持分法を適用した非連結子会社の数 １社 
持分法を適用した非連結子会社の名称 株式会社レイムス 
なお、株式会社レイムスは、株式会社レックアイの子会

社化に伴い、当連結会計年度より持分法適用の範囲に含め
ることとしております。 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等 
持分法を適用しない非連結子会社の名称 

株式会社リレーションスクエア 
持分法を適用しない理由 
持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持
分法の適用から除外しています。 

 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 
   連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致してお

ります。 
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 4. 会計方針に関する事項 
  (1) 資産の評価基準及び方法 
   ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算
定） 

   ② たな卸資産の評価基準及び評価方法 
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）によっております。 
商    品 移動平均法 
仕  掛  品 個別法 
原  材  料 移動平均法 
貯  蔵  品 最終仕入原価法 

  (2) 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 
(リース資産 
を除く) 

定率法 
ただし、平成28年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。 
建物及び構築物 ３～40年 

無形固定資産 定額法 
(リース資産 
を除く) 

ただし、ソフトウエア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可能期間
(５年）に基づく定額法によっており、
市場販売目的のソフトウエアについて
は、見込販売期間（３年以内）における
見込販売収益に基づく償却額と見込販売
可能期間に基づく定額償却額のいずれか
大きい額により償却しております。 

リ ース 資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法を採用しております｡ 
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  (3) 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

 ② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に見合う分を

計上しております。 

 ③ 役員退職慰労引当金 当社は役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

なお、業績不安定のため引当を停止して

おります。 

 ④ 受注損失引当金 受注契約に係る損失に備えるため、将来

の損失が見込まれ、その損失が合理的に

見積もることができるものについて翌連

結会計年度以降の損失見込額を計上して

おります。 

  (4) 退職給付に係る会計処理の方法 

  退職給付に係る負債及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。 

  (5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

 

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い､「平成28年度税制改正に係る減価償却

方法の変更に関する実務上の取扱い｣（実務対応報告第32号 平

成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日

以降に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定

率法から定額法に変更しております。 

 この結果、当連結会計年度において、連結計算書類への影響は

軽微であります。 



〆≠●0 
02_0206101102906.docx 
五洋インテックス㈱様 招集 2017/05/25 19:43:00印刷 16/24 
 

― 29 ― 

(連結貸借対照表に関する注記） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 935,424千円

 2. 担保資産及び担保付債務 

   担保に供されている資産は次のとおりであります。 

 建物 122,525千円 

 土地 289,500千円 

 定期預金 22,118千円 

 投資有価証券 28,117千円 

 計 462,261千円 

   担保付債務は次のとおりであります。 

 短期借入金 83,500千円 

 一年内返済長期借入金 8,292千円 

 長期借入金 20,806千円 

 計 112,598千円 

 3. 第三者の借入等に対する担保資産 
   担保に供されている資産は次のとおりであります。 

 定期預金 10,000千円 

 計 10,000千円 
 
(連結損益計算書に関する注記） 

 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 
 

区 分 用 途 種 類 場 所 減損損失(千円) 

当 社 事業用資産 ソフトウエア 愛知県小牧市 5,091 
 
  当社グループは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・

フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す単位と

して、当社は資産を事業用資産と賃貸資産にグルーピングして

おり、子会社は全ての資産を事業用資産にグルーピングしてお

ります。 

  当連結会計年度において、これら資産グループについて営業

活動から生ずる損益が継続してマイナスであることから、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しました。 

  その内訳は、ソフトウエア5,091千円であります。 

  なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しております。 
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

 発行済株式に関する事項 
 

株式の種類 
当連結 

会計年度期首 
増 加 減 少 

当連結 
会計年度末 

普通株式(株) 15,403,074 1,200,100 ― 16,603,174 
 
 （増加事由の概要） 
   株式交換により増加    1,200,100株 

 
(金融商品に関する注記） 

 1. 金融商品の状況に関する事項 
   当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限

定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しており
ます。 

   受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理
規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価
証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごと
に時価の把握を行っています。 

   借入金の使途は運転資金であります。 
 2. 金融商品の時価等に関する事項 
   平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借

対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。 

(単位：千円) 
 

 
連結貸借対照表 
計 上 額(＊) 

時価 (＊) 差額 

(1) 現金及び預金 332,184 332,184 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 499,219 499,219 ― 

(3) 投資有価証券    

  その他有価証券 28,117 28,117 ― 

(4) 差入保証金 45,139 45,139 ― 

(5) 支払手形及び買掛金 (153,355) (153,355) ― 

(6) 短期借入金 (143,500) (143,500) ― 

(7) 長期借入金 (525,844) (517,047) △8,796 
 
 (＊) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 
 
 (注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
   (1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ
とから、当該帳簿価額によっております。 

   (3) 投資有価証券 
 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

   (4) 差入保証金 
 これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来
キャッシュ・フローを、満期までの期間及び信用リスクを加味した利
率により割り引いた現在価値によっております。 
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   (5) 支払手形及び買掛金、並びに(6)短期借入金 
 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ
とから、当該帳簿価額によっております。 

   (7) 長期借入金 
 長期借入金の時価については、元金利の合計額を同様の新規借入を
行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており
ます。 

 
(１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額 49円92銭 

2. １株当たり当期純損失 1円50銭 

 

(重要な後発事象に関する注記） 
 先端医療検査に関わるサービス事業の参入とその子会社の設立

及び第三者割当増資による募集株式の発行について 
  当社は、平成29年５月19日開催の取締役会において、下記の

とおり先端医療検査に関わるサービス事業の参入とその子会社
の設立及び第三者割当増資による募集株式を発行することを決
議しました。 

 1. 先端医療検査に関わるサービス事業の参入とその子会社の
設立 

  ① 新規事業（先端医療検査に関わるサービス事業）の内容 
   (1) 健康予防医療的サービス 

医療機関がRNA検査（日々の生活習慣や加齢によって
変わる遺伝子発現を解析し、未病状態における病気の発
症リスクを予測評価する予防の検査）結果を基に生活習
慣の改善指導を行う際に、健康増進のサプリメント購入
希望者に販売を行います。 

   (2) 遺伝子検査の事務代行サービス 
妊婦が行う新型出生前診断検査（母体から採血しその

血液を検査することで胎児の染色体異常を調べる検査）
において、妊婦からの申込・予約・採血診断所との調整、
各種申込書面の取得及び代金の授受等の事務作業を行い
ます。 

  ② 子会社の概要 
名   称：株式会社花園先端医学研究所（仮称） 
設立年月：平成29年７月（予定） 
決 算 期：３月（予定） 
代表者候補者：藤林美枝子（現株式会社Ｃメディカル取

締役） 
取締役候補者：石井 浩之（現株式会社マスターマイン

ド代表取締役） 
大脇 功嗣（現当社代表取締役社長） 
小林 光博（現当社取締役） 

所 在 地：東京都中央区（予定） 
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資 本 金：100百万円（予定） 
出資比率：当社100％出資 
事業内容：①健康予防医療的サービス 

②遺伝子検査の事務代行サービス 
 2. 第三者割当増資による募集株式の発行 

①払込期日 平成29年６月30日 
②発行新株式数 普通株式 3,600,000株 
③発行価額 １株につき金126円 
④発行価額の総額 453,600,000円 
⑤資本組入額の総額 226,800,000円 
⑥募集又は割当方法 第三者割当による新株式発行 
⑦割当予定先及び割当株式数 ・楢﨑幹雄 500,000株
 ・大村寿男 900,000株
 ・大村正恵 900,000株
 ・吉村栄治 360,000株
 ・青木 敏 220,000株
 ・木村昌弘 220,000株
 ・株式会社木村建設 
  150,000株
 ・株式会社ＢＴホールディング 
  350,000株
⑧資金使途 

資金使途として、(1)新規事業である先端医療検査に関わ
るサービス事業のための子会社設立資金として180百万円、
(2)既存事業であるインハウス見本帳改訂等カーテン事業の
ための資金として161百万円、(3)子会社である株式会社レッ
クアイにおける不動産テック事業促進のための融資資金とし
て60百万円、(4)借入金の返済資金として30百万円を予定し
ております。 
⑨その他 

金融商品取引法による届出の効力発生及び平成29年６月29
日開催予定の当社定時株主総会における本件に関する議案が
承認されることを条件としております。 

 
(企業結合に関する注記） 
 取得による企業結合 
 1. 企業結合の概要 
  ①被取得企業の名称及びその事業内容 
   被取得企業の名称 株式会社レックアイ 
   事業の内容    ＩＴ関連事業 
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  ②企業結合を行った主な理由 
   室内装飾品関連事業を中核事業とする当社と、住宅産業に

特化した不動産システム開発・販売を中核事業とする株式会
社レックアイの双方の強みを活かした広範囲な事業展開と経
営資源の連携によるシナジーを目的とします。 

  ③企業結合日 
   平成28年６月1日 
  ④企業結合の法的形式 
   当社を株式交換完全親会社、株式会社レックアイを株式交

換完全子会社とする株式交換 
  ⑤結合後企業の名称 
   変更はありません。 
  ⑥取得した議決権比率 
   100.0％ 
  ⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 
   当社が株式交換により議決権の100.0％を取得し、完全子

会社化したことによるものです。 
 2. 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間 
   みなし取得日を平成28年４月1日としているため、平成28

年４月１日から平成29年３月31日の被取得企業の業績を含め
ております。 

 3. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 
   企業結合日に交付した当社の普通株式の時価 129,610千円 
   取得原価                 129,610千円 
 4. 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した

株式数 
  ①株式交換比率 
   普通株式 当社１に対して株式会社レックアイ21.82 
  ②株式交換比率の算定方法 
   当社及び株式会社レックアイは東京フィナンシャル・アド

バイザーズ株式会社を財務アドバイザーに任命し、東京フィ
ナンシャル・アドバイザーズ株式会社は、当社については市
場株価法による分析を行い、株式会社レックアイについては
ＤＣＦ法（ディスカウント・キャッシュ・フロー法）による
分析を行い、これらを総合的に勘案して株式交換比率を算定
しております。これらの算定結果を参考に、当事者間で協議
し株式交換比率を決定しました。 

  ③交付した株式数 
   株式交換日現在の株式会社レックアイの株主名簿に記録の

株主に対し、当社は普通株式1,200,100株を新たに発行し割
当交付しました。 

 5. 主要な取得関連費用の内訳及び金額 
   デューデリジェンス費用等 17,579千円 
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 6. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 
  ①発生したのれんの金額 
   10,880千円 
  ②発生原因 
   今後の事業展開により期待される将来の超過収益力の合理

的な見積りにより発生したものです。 
  ③償却方法及び償却期間 
   ３年にわたる均等償却 
 7. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並び

にその主な内訳 
   流動資産 322,761千円 
   固定資産 106,960千円 
   資産合計  429,722千円 
   流動負債  199,384千円 
   固定負債 113,440千円 
   負債合計 312,824千円 
 
(その他の注記） 
 ｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準
適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用
しております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しておりま

す。 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
  

独立監査人の監査報告書 
 

平成29年５月22日 
 
五洋インテックス株式会社 
 

取 締 役 会  御 中

 
監査法人コスモス 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士  新 開 智 之  ㊞

業務執行社員 公認会計士  小 室 豊 和  ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、五洋インテック
ス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第40期事業年度の計
算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人
は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる｡ 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。 
 
強調事項 
 ｢重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、会社は平成29年５月
19日開催の取締役会において、先端医療検査に関わるサービス事業の参入とその子
会社の設立及び第三者割当増資による募集株式を発行することを決議している。 
 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 

以 上   
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
  

独立監査人の監査報告書 
 

平成29年５月22日 

 
五洋インテックス株式会社 
 

取 締 役 会  御 中

 
監査法人コスモス 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士  新 開 智 之  ㊞

業務執行社員 公認会計士  小 室 豊 和  ㊞

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、五洋インテックス株式
会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書
類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、五洋インテックス株式会社及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
強調事項 
 ｢重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、会社は平成29年５月
19日開催の取締役会において、先端医療検査に関わるサービス事業の参入とその子
会社の設立及び第三者割当増資による募集株式を発行することを決議している。 
 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 

以 上   
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監査役会の監査報告書 謄本 

 
 

監 査 報 告 書 
 
当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第40期事業年

度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 (1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。 

 (2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思
疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。 
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る
企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規
則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議
の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。 
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。 
 

2. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

 
 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人監査法人コスモスの監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 
会計監査人監査法人コスモスの監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 
 

   平成29年５月24日 
五洋インテックス株式会社 監査役会 

常勤監査役  井 上 堯 夫  ㊞ 
監査役    谷 口   優  ㊞ 
監査役    多和田   武  ㊞ 

(注) 監査役谷口優及び監査役多和田武は、会社法第２条第16号及び第335条
第３項に定める社外監査役であります。 

 
以 上 
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株主総会参考書類 
 

 議案及び参考事項 
第１号議案  定款一部変更の件 
  1. 提案の理由 

今後開始する先端医療検査に関わるサービス事業に
対応するため、現行定款第２条（目的）につきまして、
事業目的を追加するものであります。 

 
  2. 変更の内容 

変更の内容は、次のとおりであります。 
(下線は変更部分を示します｡) 

現 行 定 款 変 更 案 

 (目的) 
第２条 当会社は、下記の事業

を営むことを目的とす
る。 
１.室内装飾用織物、

船舶、車輛用織物
の製造、販売 

２.壁装材料の販売 
３.室内装飾用品、家

具、調度品の設計
及び製造、販売 

４.室内装飾工事の請
負 

５.建物の増改築、内
外装工事及びリフ
ォームに関する業
務 

６.省エネルギー、環
境衛生にかかる機
器及び資材の販売
及び施工業務 

７.コンピュータソフ
トウェアの製造、
販売、賃貸並びに
コンピュータ関連
機器の販売、賃貸 

８.不動産の賃貸 
９.衣服、寝具並びに

かばん、装身具、
ハンカチーフ等の
身の回り品の製造
及び販売 

10.化粧品、香水、石
鹸、シャンプー等
の日用品の販売 

 (目的) 
第２条 当会社は、下記の事業

を営むことを目的とす
る。 
１.室内装飾用織物、

船舶、車輛用織物
の製造、販売 

２.壁装材料の販売 
３.室内装飾用品、家

具、調度品の設計
及び製造、販売 

４.室内装飾工事の請
負 

５.建物の増改築、内
外装工事及びリフ
ォームに関する業
務 

６.省エネルギー、環
境衛生にかかる機
器及び資材の販売
及び施工業務 

７.コンピュータソフ
トウェアの製造、
販売、賃貸並びに
コンピュータ関連
機器の販売、賃貸 

８.不動産の賃貸 
９.衣服、寝具並びに

かばん、装身具、
ハンカチーフ等の
身の回り品の製造
及び販売 

10.化粧品、香水、石
鹸、シャンプー等
の日用品の販売   
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現 行 定 款 変 更 案 

11.書 籍 、 雑 誌 、 Ｃ
Ｄ、ＤＶＤ、文房
具及び事務用品の
販売 

12.生花、植木及び園
芸用品の販売 

13.絵画、彫刻等の美
術工芸品の販売 

14.広告代理店業務 

11.書 籍 、 雑 誌 、 Ｃ
Ｄ、ＤＶＤ、文房
具及び事務用品の
販売 

12.生花、植木及び園
芸用品の販売 

13.絵画、彫刻等の美
術工芸品の販売 

14.広告代理店業務 
(新 設) 15.サプリメント等の

栄養機能食品の販
売 

(新 設) 16.遺伝子検査等の事
務代行業務 

15.前各号に附帯する
一切の業務 

17.前各号に附帯する
一切の業務 

 
第２号議案  第三者割当増資による募集株式の発行の件 

本議案にかかる第三者割当増資による募集株式（以
下、｢本第三者割当」という｡）の発行につきましては、
特に有利な条件で発行するものではございませんが、
本第三者割当の発行による希薄化率が21.7％であるこ
とから、株主の皆様にご了承をお願いするものであり
ます。 

  1. 本第三者割当を発行する理由 
当社は、カーテンを中心とした室内装飾品の販売を

主な事業内容としておりますが、当社を取り巻く経営
環境は厳しく、継続して純損失を計上しております。 

かかる状況を脱却すべく、当社は、先端医療検査に
関わるサービス事業に参入するため子会社を設立（本
第三者割当により調達した資金で設立）して、健康予
防医療的サービス（健康増進のサプリメント等の販
売)、遺伝子検査の事務代行サービスを開始いたしま
す。 

また、当社は、本第三者割当により調達した資金で、
カーテン事業の見本帳（｢インハウス」及び「サザン
クロス｣）改訂及び省エネ商材「エコフィックス」の
開発、子会社であります株式会社レックアイにおいて
不動産テック（｢不動産＋フィンテック（ＩＴと金融
の融合)」を組み合わせた事業）を推進して、業績の
向上を図ってまいります。 
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  2. 本第三者割当の内容等 
①払込期日 平成29年６月30日 
②発行新株式数 普通株式 3,600,000株 
③発行価額 １株につき金126円 
④発行価額の総額 453,600,000円 
⑤資本組入額の総額 226,800,000円 
⑥募集又は割当方法 第三者割当による新株式発行 
⑦割当予定先及び 

割当株式数 
・楢﨑幹雄 500,000株
・大村寿男 900,000株

 ・大村正恵 900,000株
 ・吉村栄治 360,000株
 ・青木敏 220,000株
 ・木村昌弘 220,000株
 ・株式会社木村建設 150,000株
 ・株式会社ＢＴホールディング 350,000株
⑧資金使途  

資金使途として、(１）新規事業である先端医療
検査に関わるサービス事業のための子会社設立資金
として180百万円、(２）既存事業であるインハウス
見本帳改訂等カーテン事業のための資金として161
百万円、(３）子会社である株式会社レックアイに
おける不動産テック事業促進のための融資資金とし
て60百万円、(４）借入金の返済資金として30百万
円を予定しております。 

⑨その他  
金融商品取引法による届出の効力発生及び平成29

年６月29日開催予定の当社定時株主総会における本
件に関する議案が承認されることを条件としており
ます。 
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第３号議案  取締役２名選任の件 
取締役名井博明氏は本定時株主総会終結のときをも

って任期満了となり、取締役久保真二氏は本定時株主
総会終結のときをもって退任されますので、取締役２
名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

取締役候補者は、次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏 名 
(生年月日 ) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する当
社株式の数 

１ 

な い ひろ あき 

名 井 博 明 
 

(昭和20年10月15日生) 

昭和44年４月 日本航空株式会社入社 
平成８年６月 Pan Pacific Hoteliers Inc．

President＆ＣＥＯ 
平成15年６月 株式会社ＪＡＬＵＸ 常務取締

役 
平成20年７月 株式会社オフィス・ティー＆オ

ー 代表取締役社長 
平成21年１月 株式会社ウイルコ 代表取締役

社長 
平成27年６月 当社取締役（現在に至る） 
（重要な兼職の状況） 
 ＮＡＩ企画 代表 

75,000株 

２ 

すず き のり ゆき 

鈴 木 德 之 
 

(昭和37年９月９日生) 

昭和60年４月 大京観光株式会社（現株式会社
大京）入社 

平成12年４月 同社経営企画部ネット戦略室長 
平成14年４月 同社経営企画部ネット戦略室長

(兼）大京管理株式会社（現株
式会社大京アステージ）経営改
革委員会事務局長 

平成15年11月 株式会社リアルチェンジイニシ
アティブ（現株式会社レックア
イ）代表取締役（現在に至る） 

（重要な兼職の状況） 
 株式会社レックマネジメント代表取締役 

934,912株 

 
(注) 1. 取締役候補者のうち、当社との間に特別の利害関係を有する者は

次のとおりであります。 
鈴木德之氏は、株式会社レックアイの代表取締役を兼務し、同社は
当社の子会社であるとともに、同社と当社は取引関係にあります。 

2. 名井博明氏は社外取締役候補者であり、鈴木德之氏は、新任の取
締役候補者であります。 

3. 名井博明氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたる経営
者としての経験と幅広い知識を、当社の経営に活かしていただくこ
とを期待したためであります。 

4. 名井博明氏の当社社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結
のときをもって２年となり、東京証券取引所の定めに基づく独立役
員であります。 
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第４号議案  監査役２名選任の件 
監査役井上堯夫氏及び谷口優氏は、本定時株主総会

終結のときをもって任期満了となりますので、監査役
２名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会
の同意を得ております。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏 名 
(生年月日 ) 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する当
社株式の数 

１ 

いの うえ たか お 

井 上 堯 夫 
 

(昭和19年11月22日生) 

平成６年５月 株式会社大塚商会入社 
平成12年８月 当社入社 
平成16年４月 当社総務人事部長 
平成16年６月 当社取締役総務人事部長 
平成20年４月 当社取締役管理本部長 
平成21年６月 当社監査役（現在に至る） 
（重要な兼職の状況） 
 株式会社イフ監査役 
 ＤＳＡ Ｊａｐａｎ株式会社監査役 

21,810株 

２ 

たに ぐち  まさる 

谷 口  優 
 

(昭和25年９月５日生) 

昭和58年４月 愛知県（旧名古屋）弁護士会入
会 

平成元年４月 日本弁護士連合会・刑事法制委
員会副委員長 

平成６年４月 大脇鷲見合同法律事務所（現し
るべ総合法律事務所）パートナ
ー弁護士 

平成10年４月 愛知県（旧名古屋）弁護士会副
会長 

平成12年５月 日本弁護士連合会・倒産法委員
会委員 

平成19年１月 名古屋地方裁判所鑑定委員（現
在に至る） 

平成19年６月 当社監査役（現在に至る） 
平成21年４月 しるべ総合法律事務所代表パー

トナー弁護士（現在に至る） 
平成24年４月 名古屋簡易裁判所調停委員（現

在に至る） 

64,774株 

 
(注) 1. 各監査役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

2. 谷口優氏は、社外監査役候補者であります。 
3. 谷口優氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士として培われ

た知識・経験等を当社の監査に反映していただくため、社外監査役
として選任をお願いするものであります。同氏は、社外役員以外の
方法で会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由に基
づき、当社の社外監査役としての職務を適切に遂行することができ
るものと判断しております。なお、同氏の当社社外監査役の在任期
間は、本定時株主総会終結のときをもって10年となり、東京証券取
引所の定めに基づく独立役員であります。 

 
以 上 
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株主総会会場ご案内図 

五洋インテックス株式会社 

愛知県小牧市小木五丁目411番地 

TEL(0568)76-1050㈹ 

 

 

 

株主総会会場への交通案内 

■名神高速道路｢小牧｣I.C.よりお車で約15分。 

■名鉄犬山線｢岩倉｣駅よりお車で約５分。 

 


